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巻頭言

防災計画から災害制御へ
～2050年に向けた防災対策のパラダイムシフト～

令和７年３月に内閣府は南海トラフ地震の新し
い被害想定を公開し、同年12月には首都直下地
震も同様に新想定を公表した。いずれも甚大な被
害が見込まれていることから、気候変動等による
外力の変容や少子高齢化・低成長をはじめとする
地域社会の脆弱化が加速する将来に向け、これら
の被害をどのように減らしていくかは極めて難題
である。筆者らはこの課題に対して防災対策の考
え方を抜本的に変更すべきではないかと考えてい
る。本稿では、このための「防災計画から災害制
御へ」という概念を紹介する。

筆者は現在、行政の被害想定や防災計画の委員
を多数拝命しているが、上記のような巨大災害リ
スクを減じるためには、従来の「防災計画」とそ
れに基づく災害対応の枠組みでは対応が困難にな
りつつあると考えている。そもそも公が行う防災
対策は、国や自治体などが行う「被害想定」に基
づき、事前にいくつかの被災シナリオを想定し、
予防力の強化や災害対応の準備などの事前対策を
講じつつ、発災後に対応するといったケースが多
い。いわば、事前に被害像を「決め打ち」して対
応しようとする枠組みで構成されてきたと言って
よい。しかしながらこの枠組みは、「複合災害」、

「大都市災害」、「想定外」という３条件を伴う巨
大災害に対して有効なものでは必ずしもない。理
由は明確である。そもそも「複合災害」とは災害
と災害の掛け算であることから、事前に考えてお
くべきパターンは無限となり、想定しておく被災
シナリオの絞り込みが極めて困難である。また、
巨大災害が発生する可能性の高い「大都市」は、

複雑かつ高度な相互作用で構成されるため、機能
面の麻痺も考慮すると、災害が発生した後にその
影響がどのような形で顕在化していくかが網羅的
に把握されておらず、十分な対策が事前に講じら
れない。さらに、「想定外」と言われるほどの発
生確率が低く外力の大きい災害は、防災投資の判
断基準として単純な期待値＝「確率×被害規模」
をどれだけ計算しても適切な防災投資であるとい
う判断ができず、それゆえ適切なハード的防災投
資はされにくく、避難対策などのソフト対策へ過
剰な期待が寄せられることもしばしばである。し
かし、経験が希薄化しやすい巨大災害時にはソフ
ト対策の限界があることも事実である。以上のよ
うに整理すると、これまでの防災フレームワーク
の限界が巨大災害に対しては露呈していると見る
べきではないだろうか。

これに対して筆者が令和２年頃から提案してい
る概念が、災害対応における「計画」から「制御」
への転換である。これは、災害対応を考える上で、
事前に予測したいくつかのシナリオのみに準備す
るのではなく、ひな形となる計画を複数用意し、
予防力の向上を図りつつ、一方で災害発生後にリ
アルタイムで状況を把握し、先回りで被害を抑
制・制御するというアプローチと説明される。こ
のためには、平時利用も見据えた形で、センサー
データやSNS情報などの情報技術を用いて平時
に都市・社会を常時モニタリングする必要性があ
る。これによって災害発生時にこれらのモニタ
リングシステムを利用し、リアルタイムかつ一元
的な被災状況の把握が可能となる。さらに、即時
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に把握された情報と過去の災害記録データ等を用
いれば、発災後の被害様相を近未来予測すること
も可能であろう。そして、AI等の意思決定支援
技術を用いて、過酷事象が発生する直前でその条
件を断つ「災害制御」が可能となる。

災害制御の実現には、近未来を予想しうる最新
の情報技術、とりわけ自然言語処理や機械学習に
よる災害連鎖のモデリングが鍵を握る。筆者らは、
JSTさきがけ研究や科学研究費助成事業（基盤研
究A）プロジェクトなどを通じて、行政の高度な
災害対応を支援する目的で、近未来予測型災害対
応DX技術を開発している。これは過去の災害に
よる被害を報じる大量の新聞記事やニュース原稿
などを素材として、機械学習により膨大な災害事
象の因果関係を自動的に抽出し、因果関係データ
ベースを作成することで、起こりうる災害連鎖現
象を事前に網羅的に確認しておく取組である。こ
れによって、実際に災害が発生した直後に与えら
れた条件から近未来に発生しうる事象をリアルタ
イムで予測することが可能となり、これをもとに
した効果的な災害対応が実現される。例えば、右
図は東日本大震災時に発生した災害の因果連鎖構
造を、新聞記事から自動的に抽出・構造化したも
のの一部である。この図から、「停電」という現
象が様々な形で社会に大きな影響を及ぼしている
ことが確認でき、停電対策の重要性が示唆される。
こうした災害制御の枠組みにおいては、事前の被
害予測や防災計画は予防力向上や災害対応準備の

ための手段と位置づけられるが、このようなボト
ルネック構造を事前に把握できれば、過酷事象を
防ぐための強靱化や冗長化の参考となる。

いずれにせよ、我々がこれまで経験した災害の
記録を網羅的に構造化して集約した上で、将来何
が発生しうるかの未来予測をリアルタイムで行う
ことができれば、災害対応経験の乏しい自治体に
おいても、過去の教訓を生かして適切に対応する
ことが可能となり、被害の最小化が期待される。
国土を遍く整備することが困難となりつつある近
い将来に向け、このように災害連鎖構造を生かし
た対応技術の高度化と、これをもとにしたボトル
ネックの強靱化・冗長化対策、そしてこれを支え
る情報技術は、巨大災害による死者を激減させる
ための強力な手段となりうるのではないかと筆者
は期待している。
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